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令和５年度事業報告 
 

事業概要（総括） 

令和５年度の経済動向は、コロナ禍の３年間を乗り越え改善しつつあるものの、原材

料の輸入価格の上昇を起点とする物価上昇に対し、賃金上昇は追い付かず個人消費は力

強さを欠くとともに、幅広い業種の企業の業績にも大きな影響を与えた。 

また、企業を取り巻く環境は、人手不足の深刻化、デジタル技術の進展、急激な為替

変動など大きく変化しており、これらに対応し取り組むべき経営課題は多様化・高度化

してきている。 

こうした中、公益財団法人山形県企業振興公社は、山形県における中小企業等の中核

的支援機関として、創業から経営革新、経営基盤の強化、ものづくりの競争力強化、人

材確保、事業承継、事業再生までの幅広い支援を、県及び他の産業支援機関との連携を

図りながら、総合的かつ迅速に実施した。 

 

１．ものづくりの強みを活かす総合的な支援 

（１）県内製造業の取引拡大を図るため、県内外で商談会を開催するとともに、「取引

推進員」を配置し、発注情報の収集に積極的に取り組み、県内受注企業への取引

斡旋・紹介を行った。また、「機械要素技術展」に山形県ブースを設置し販路開拓

を支援するとともに、半導体産業の集積が進む熊本県において、個別商談会を開

催した。 

（２）本県のものづくりの強みや特長を活かし、自動車産業の集積を促進するため、

東北６県等との連携によりトヨタ関連企業向けの展示商談会の開催や、個別に部

品メーカーと県内企業とのマッチングを推進した。 

また、急速に進む次世代自動車への転換の動きに対応するため、「次世代自動車

プロジェクトマネージャー」を配置し、他の支援機関と一体となって、県内企業

の次世代自動車への参入を支援した。さらに、新たに「次世代自動車首都圏取引

支援アドバイザー」を配置し、首都圏で次世代自動車に係る技術開発等の情報収

集を行った。 

 

 

 

 



2 

 

２．創業の促進と円滑な事業承継 

（１）県指定管理者として「山形県産業創造支援センター」を運営し、創業者の育成 

を行った。 

（２）起業・創業を支援するための拠点施設「スタートアップステーション ジョージ 

山形」を運営するとともに、プロジェクトメンバーによる支援体制のもと、地域

課題解決型ビジネスモデルを作り、新ビジネス創出と地域課題解決を図った。 

（３）親族内、従業員及び第三者承継という事業承継全般をワンストップで対応する 

「山形県事業承継・引継ぎ支援センター」を運営し、県内中小企業等の円滑な 

事業承継・引継ぎを支援した。 

 

３．経営基盤強化の支援 

（１）あらゆる経営課題の総合相談窓口として、「山形県よろず支援拠点」を運営し、

地域の支援機関等と連携して、中小企業・小規模事業者等の経営課題の解決を支

援した。 

（２）地域の身近な相談窓口として、県の総合支庁に「地域コーディネーター」を配

置し、各種支援策の情報提供など、きめ細かな支援を行った。また、創業や経営

革新などの経営課題に対応するため支援人材を配置するとともに、外部の専門家

を派遣した。 

（３）ポストコロナにおける中小企業・小規模企業等の経営力等のパワーアップを図

るため、ＧＸやＤＸの推進に向けた設備投資等の取組みに対し補助金を交付した。 

また、経営革新による新たな事業活動の支援や、インターネットなどを活用し

経営に役立つ情報の発信を行い、企業の経営基盤強化に向けた取組みを支援した。 

（４）小規模企業者等の経営の革新、地域の中核的な企業の技術力向上、自動車・航

空機分野への参入促進や脱炭素化に取り組もうとしている県内企業を対象に、中

小企業の設備投資ニーズに適切に対応した設備貸与事業を実施した。 

（５）地域の中堅・中小・小規模企業に対して、新たな取組みに積極的に挑む“攻め

の経営”への意欲を喚起し、その実現に不可欠となるプロフェッショナル人材（含

む副業・兼業）の採用を支援する「プロフェッショナル人材戦略拠点」を運営し

た。 

（６）雇用の安定と地域活力の維持等に資するため「中小企業活性化協議会」におい

て、金融機関や関係機関と連携して中小企業の事業再生の取組みを支援した。 



（単位:円）

1 (１)取引拡大の推進 51,167,240

受発注情報収集と取引斡旋・紹介事業 5,648,538

取引推進員等設置事業 14,327,209

商談会等開催事業 13,498,567

中小企業販路拡大実践支援事業 17,692,926

下請取引の相談 －

(２)自動車産業の集積促進 11,916,799

自動車関連産業集積促進事業 2,247,682

次世代自動車参入促進プロジェクト事業 9,669,117

2 52,354,280

69,651,385

創業支援センター事業 32,329,363

ソーシャルイノベーション創出モデル 事業 37,322,022

71,092,421

3 (１)よろず支援拠点事業 92,709,656

(２)支援人材による相談対応、助言指導 68,584,616

地域コーディネーターの配置 42,992,219

創業・経営革新支援人材の配置 10,079,477

専門支援コーディネーターの配置 4,988,484

専門家による助言、指導事業 10,524,436

(３)経営基盤強化に向けた取組みの支援 268,716,477

中小企業パワーアップ補助事業 252,041,872

中小企業経営革新支援事業 293,095

支援施策ガイドブックの作成 1,746,814

情報収集提供事業 8,920,000

人材確保システム運営事業（やまがた２１人財バンク) 5,316,740

デジタル等営業力強化支援事業 397,956

(４)設備貸与事業 423,282,200

小規模企業者等設備貸与事業 242,992,200

工業技術力整備機械貸与事業 110,000,000

自動車航空機・ＤＸ・脱炭素化関連設備貸与事業 70,290,000

33,154,641

145,215,329

中小企業活性化協議会事業 129,742,776

経営改善計画策定支援事業 15,472,553

経
営
基
盤
強
化
の
支
援

(５)プロフェッショナル人材戦略拠点事業

(６)中小企業活性化協議会事業

令和５年度事業体系

も
の
づ
く
り
の
強
み
を
活
か
す

総
合
的
な
支
援

(１)産業創造支援センター管理運営事業

創
業
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な
事
業
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継 (２)創業支援センター事業

(３)事業承継･引継ぎ支援センター事業
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１．ものづくりの強みを活かす総合的な支援 
 

（１）取引拡大の推進 
県内製造業の取引拡大を図るため、取引推進員を配置し積極的に発注情報の収集に取り

組み、県内受注企業に対し取引斡旋・紹介を行った。 

また、「商談会」を県内外で（対面・オンライン形式併用で２回、対面形式で 1回）開催

し、県内企業の受注拡大を支援した。 

 

①受発注情報収集と取引斡旋・紹介事業 

 令和５年度実績 令和４年度実績 

発注申し出件数 248件 248件 

受注申し出件数 339件 284件 

斡旋・紹介件数 593件 758件 

斡旋 

紹介 

結果 

成立件数 290件 253件 

成立金額 240,755千円 313,023千円 

（うち継続取引） 
(181件) 

(184,722千円/月) 

(144件) 

(123,967千円/月) 

指導 

相談 

件数 

計 356件 443件 

取引斡旋相談 326件 399件 

経営関係 26件 43件 

技術関係 3件 1件 

その他 1件 0件 

訪問 

企業 

数 

計 1,325件 1,376件 

発注企業 650件 797件 

(うち県外企業） （536件) (688件) 

受注企業 675件 579件 
※成立金額は取引当初の金額を計上（継続取引の場合は１カ月あたりの取引金額を計上） 

※発注企業訪問企業数 650 社には、下記②取引推進員等設置事業分及びオンラインによる 

面談件数を含む 

 

○受注余力・発注計画等の調査 

製造業の生産状況を調査・分析するとともに、受発注情報の収集を目的として、

受注企業に対し受・発注余力状況等調査を、発注企業に対し発注計画等動向調査を

実施した。 

 令和５年度実績 令和４年度実績 

回  数 2回 2回 

調査対象（延べ） 2,272社 2,494社 

 

○やまがた企業情報データベースの管理・運営 

当法人のホームページから企業情報を検索・閲覧できるデータベース 

製造業 1,264社登録 

 

○個別商談会の開催 

県内企業の取引拡大を図るため、県内外の発注企業と県内受注企業との個別の 

商談会を開催した。 

 令和５年度実績 令和４年度実績 

回 数 12回 9回 

参加県内企業数 32社 27社 

成約件数 0件 2件 
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山形県個別商談会 inくまもと   令和 6年 3月 8日～9日 

発注企業 10社、受注企業 19社 商談件数 60件、工場視察会の開催 3社 

 

②取引推進員等設置事業 
取引斡旋・紹介事業を強化するため取引推進員を配置し、発注情報の収集に積極的に

取り組んだ。 

・取引推進員  ３名 

 令和５年度実績 令和４年度実績 

発注企業訪問数 延べ 487件 延べ 487件 

 

③商談会等開催事業 
受発注取引の一層の拡大を図るため、商談会を天童市と山形市で対面及びオンライン形

式併用にて開催した。また、宮城県、福島県との合同商談会を東京で対面形式にて開催し

た。 

 

令和５年度実績 令和４年度実績 

広 域 

商談会 

宮 城 

山 形 

福 島 

合 同 

商談会 

取 引 

商談会 
合計 

広 域 

商談会 

宮 城 

山 形 

福 島 

合 同 

商談会 

取 引 

商談会 
合計 

開催日 

※ 

R5.7.19 

7/12～18 

R5.11.21 

 

R6.2.14 

2/7～13 
- 

R4.7.14 

7/7～13 

R4.11.10 

 

R5.2.15 

2/8～14 
－ 

開催場所 
（開催形

式） 

天童市 

対面・オ

ンライン

形式 

東京都 

対面形式 

山形市 

対面・オ

ンライン

形式 

- 

天童市 

対面・オ

ンライン

形式 

東京都 

対面形式 

山形市 

対面・オ

ンライン

形式 

－ 

参 

加 

企 

業 

数 

発注 

企業 
150 社 47 社 99 社 296 社 121 社 53 社 101 社 275 社 

受注 

企業 
290 社 160 社 257 社 707 社 229 社 139 社 229 社 597 社 

取

引

成

立 

件数 91 件 13 件 

今後 

調査 

予定 

104 件 75 件 11 件 64件 150 件 

金額 
59,648 

千円 

6,358 

千円 

66,006 

千円 

47,448 

千円 

8,299 

千円 

38,603 

千円 

94,350 

千円 

うち、 

継続 

取引 

42 件 

36,419 

千円/月 

4 件 

4,120 

千円/月 

46 件 

40,539 

千円/月 

41 件 

31,291 

千円/月 

3 件 

2,658 

千円/月 

47 件 

25,235 

千円/月 

91 件 

59,184 

千円/月 

 ※開催日の下段は、オンライン形式による開催日 
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④中小企業販路拡大実践支援事業 
金属・樹脂等の加工技術の展示会では国内最大規模である「機械要素技術展」に山形市、

村山市、米沢市及び白鷹町商工会と共に山形県ブースを設置し、県内製造業の販路開拓を

支援した。 

 

○機械要素技術展 

   令和５年度実績 令和４年度実績 

開催期日 令和 5年 6月 21日～23日 令和 4年 6月 22日～24日 

開催場所 東京ビッグサイト 東京ビッグサイト 

出展 

企業数 

38社 

（山形県 19社、山形市 5社、 

村山市ものづくり産業振興会 5社、 

米沢ものづくり振興協議会 6社、 

白鷹町商工会工業部会 3社） 

35社 

（山形県 17社、山形市 4社、 

村山市ものづくり産業振興会 4社、 

米沢ものづくり振興協議会 6社、 

白鷹町商工会工業部会 4社） 

出展 

小間数 

10小間＋2角小間 

（県 5小間、山形市 1.5小間、 

村山市 1.25小間、米沢市 1.5小間、 

白鷹町商工会 0.75小間、2角小間は

県と山形市で按分） 

9小間＋2角小間 

（県 4.5小間、山形市 1.5小間、 

村山市 1小間、米沢市 1.5小間、 

白鷹町商工会 1小間、2角小間は県

と山形市で按分） 

成立件数 28件 35件 

成立金額 9,929千円 24,512千円 

・令和５年度の商談件数（名刺交換等を含む）は 1,399 件 

※成立金額は取引当初の金額を計上（継続取引の場合は１か月あたりの取引金額を計上） 

 

⑤下請取引の相談 
下請取引の適正化を推進するため（公財）全国中小企業振興機関協会が実施する 

「下請かけこみ寺」の窓口として、取引上の悩みやトラブルの相談に応じた。 

 

   ・下請かけこみ寺  相談件数 7件 

 



 

7 

（２）自動車産業の集積促進 
自動車関連産業集積を促進するため、県と共同して東北６県及び新潟県・北海道との連

携によるトヨタ関連企業向けの展示商談会を開催した。 

また、「次世代自動車プロジェクトマネージャー」を配置し、次世代自動車への参入を

支援した。さらに、新たに「次世代自動車首都圏取引支援アドバイザー」を配置し、首都

圏で次世代自動車に係る技術開発等の情報収集を行った。 

 

①自動車関連産業集積促進事業 

〈広域連携事業〉 
  ○ とうほく自動車産業集積連携会議総会 

開 催 日： 令和 5年 7月 12日 

開催場所： 岩手県 

内  容： 令和 4年度事業報告及び令和 5年度事業計画等 

 

 ○ 技術展示商談会 

 令和５年度実績 令和４年度実績 

名  称 
とうほく・北海道 新技術・新工

法展示商談会 

とうほく・北海道 自動車関連技

術展示商談会 

開催期日 令和 6年 1月 25日～26日 令和 5年 2月 2日～3日 

現地展示 

開催場所 

トヨタ自動車㈱本社本館ホール

（愛知県豊田市） 

刈谷市産業振興センター 

（愛知県刈谷市） 

出 展 数 84社・団体（うち県内 7社） 65社・団体（うち県内 7社） 

内  容 

東北 6県、北海道及び新潟県が連

携してトヨタ自動車協力のもと、

展示商談会を開催し、とうほく・

北海道の優れた技術をＰＲした 

東北 6県、北海道及び新潟県が連

携してトヨタ自動車協力のもと、

展示商談会を開催し、とうほく・

北海道の優れた技術をＰＲした 

来 場 者 

(アクセス数) 
1,108名（web閲覧 4,935名） 707名  

商談状況 

（山形県） 

・商談成立      0件 

・試作依頼      1件 

・見積・図面検討   0件 

・後日企業訪問等  40件 

・商談成立      0件 

・試作依頼      7件 

・見積・図面検討   5件 

・後日企業訪問等   13件 

 

〈県単独事業〉 
○ 山形県自動車産業振興会議総会 

     開 催 日：令和 5年 8月 1日 

開催場所：山形市 

内   容：・令和 4年度事業報告及び令和 5年度事業計画等 

       ・講演会「東北のものづくりと人づくり」 
            講師：トヨタ自動車東日本㈱ 地域連携推進領域長 林田 氏 

       ・事例発表「ものづくり相互研鑽活動の成果」 
            発表者：㈱髙橋型精 取締役工場長 山木 氏 
 

○ 自動車関連企業デジタルガイドブックの保守及びＰＲ 

     ｗｅｂサイトへの誘導パンフレットを作成し、発注企業へ随時配付 

     とうほく・北海道 新技術・新工法展示商談会に持参し、来場者に周知したほか、

県名古屋事務所の企業訪問活動でも活用 

 



 

8 

○ 次世代自動車研究会セミナー 

開 催 日： 令和 5年 9月 25日 

開催場所： 山形市 

内  容： 自動車の電動化・知能化により期待される新たなニーズについて、 

           講演会や情報交換を行った。 

 

②次世代自動車参入促進プロジェクト事業 

○次世代自動車プロジェクトマネージャー１名を配置し、県内関連企業の次世代自動

車への参入を支援した。 

県内企業（延べ８９社）訪問によるヒアリングを実施し、支援カルテを作成 

 

○次世代自動車関連の大手サプライヤーの調達・開発担当者を招聘して、県内企業を

訪問した。  

２回 延べ９社訪問 

 

○次世代自動車首都圏取引支援アドバイザー１名を配置し、首都圏で次世代自動車に

係る技術開発等の情報を収集した。 

 

○次世代自動車関連への参入を狙う企業等に対し、生産改善の専門家を派遣し、現場

改善によるコスト削減の指導を行った。 

指導企業 ３社  指導回数 延べ２９回 

 

○次世代自動車関連への参入を狙う企業等に対し、カーボンニュートラルに向けた伴

走支援を実施した。 

専門家によるカーボンニュートラル対応に向けた手順書やロードマップ作成な

どの助言、指導 

支援企業 ２社 
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２．創業の促進と円滑な事業承継 
 

（１）産業創造支援センター管理運営事業 
創業者の育成や新分野進出を促進するため、県から指定管理を受けている「山形県産業

創造支援センター」において、新規創業室、研究開発室及び会議室等の利用提供を行った。 

また、経営支援アドバイザー、インキュベーション・マネジャー（創業支援マネージャー）

及び中小企業診断士を配置し、入居企業、創業者及び創業希望者等の相談に応じるととも

に、創業塾やベンチャー交流サロン（創業者と創業希望者との交流事業）を実施した。 

このほか、産業支援人材育成のため、南東北三県のインキュベーション・マネジャー及

び創業支援担当者のスキル向上のため、合同研修会を実施した。 

 

 令和５年度実績 令和４年度実績 

入居企業 

（3月末現在） 
16社 17室 19社 22室 

相談延べ件数 698件 1,584件 

支
援
事
業 

創  業  塾 

6回 参加者 26名 

（会場 9名、ｵﾝﾗｲﾝ 17名） 

10/7、10/21、11/4、 

11/18、12/2、12/16 

6回 参加者 21名 

（会場 7名、ｵﾝﾗｲﾝ 14名） 

10/8、10/22、11/5、 

11/19、12/3、12/17 

ベンチャー交流サロン 
2回 参加者 39名 

10/7、11/9 

1回 参加者 23名 

10/8 

 

〇南東北三県合同研修会 

開催日：令和 5年 11月 15日 

場 所：山形市 

テーマ：連携支援事例 

参加者：19名  インキュベーション・マネジャー及び創業支援担当者 

 

 

（２）創業支援センター事業 
 

① 創業支援センター事業 
起業・創業支援のワンストップ窓口とコワーキングスペース機能を有する「スタート

アップステーション・ジョージ山形」を管理・運営し、起業・創業に関する支援機関の

総合案内・調整（ワンストップ窓口）、セミナー、講座、夜間・休日相談会等の各種イ

ベントを開催した。 

 

 

     

 

 

 
 
   

 令和５年度実績 令和４年度実績 

会員登録者数 771名 772名 

利用者計 5,532名 4,848名 

（内訳）有料利用者 3,560名 2,796名 

見学者等 947名 824名 

創業相談者 337名 252名 

イベント参加者 688名 976名 
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② ソーシャルイノベーション創出モデル事業 

プロジェクトメンバーによる支援体制を構築し、官民連携協働による手法を用いて、

地域課題解決型ビジネスモデルを作り、新ビジネス創出と地域課題解決を図った。 

 

協力企業 150社が参画し、以下の 9件のプロジェクトが始動した。 

 

・「共創の拠点」をつくる「サイヒロコプログラム」 

・合同会社 Circular Thanks の設立による「食」を通した山形の魅力発信 

・株式会社リンクスの設立によるスポーツを通じた地域住民の体⼒向上 

・「⾦⼭町・神室の⾃然に触れるアクテビティ」“道楽 神室ベース”⽴ち上げ 

・移住者と遊休不動産を繋げる「空き家・移住アソシエーション」 

・”服“の⼒で地域に”幸福（well-being）“を⼀般社団法⼈ Fuku-Well 設⽴ 

・企業を通して地域や社会を学ぶ AIプラットフォーム株式会社 Ciel 設⽴ 

・畜産飼料の地域内循環を⽬指して㍿アルファテック×㍿アイオイ実証実験開始 

・持続可能なエネルギー循環社会を⽬指す「ヤマトダマ」試験栽培開始 
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（３）事業承継・引継ぎ支援センター事業 
 親族内承継、役員・従業員承継及び第三者承継という事業承継全般をワンストップで相

談対応する「山形県事業承継・引継ぎ支援センター」を運営し、県内中小企業・小規模事

業者の円滑な事業承継・引継ぎを支援した。 

 

・統括責任者及びサブマネージャー５名、承継コーディネーター１名、 

エリアコーディネーター２名を配置 

 

○ 相談・成約件数 

 
令和５年度実績 令和４年度実績 

相談件数 成約件数 相談件数 成約件数 

親族内承継 58件 20件 93件 12件 

親族外承継 

（従業員承継） 
34件 7件 14件 4件 

親族外承継 

（第三者承継） 
120件 12件 128件 14件 

その他（経営相談等） 9件 － 14件 － 

計 221件 39件 249件 30件 

 
○ 事業承継セミナー＆個別相談会の開催（県、保証協会、よろず支援拠点共催） 

内 容 ：講演（支援事例から学ぶ事業承継のポイント）講師：佐藤統括責任者 

 個別相談会 

期 日 ／場 所／参加者 

・令和 5年 10月 11日 ／ 山形市 ／ 9名 

・令和 5年 10月 17日 ／ 三川町 ／ 9名 

 
○ 出前講座・個別相談会への講師派遣 

 １）出前講座 

回 数：12回 

主催者：商工会（1）、商工会議所（2）、金融機関（5）、市町村等その他（4） 

参加者：157名 

    ２）個別相談会 

     回 数：2回 

     主催者：商工会（1）、金融機関（1） 

     参加者：3社 
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３．経営基盤強化の支援 
 

（１）よろず支援拠点事業 
中小企業・小規模事業者の経営課題に対応する無料相談所を運営し、中小企業・小規

模事業者等の支援体制の充実を図り、地域の支援機関及びよろず支援拠点全国本部等と

協力・連携して、中小企業・小規模事業者等が抱える様々な経営課題の解決を支援した。 

 

○ 支援体制 

・チーフコーディネーター １名、コーディネーター 15名 計 16名を配置 

・総合窓口、庄内窓口、新庄・最上窓口を設置 

 

○ 相談対応件数等実績 

 令和５年度実績 令和４年度実績 

名寄せ後の相談者数 971人 1,014人 

相談実績件数 3,665件 3,723件 

課題解決件数 984件  840件 

 

 

（２）支援人材による相談対応、指導助言 
山形県中小企業総合相談窓口（中小企業トータルサポート）として、中小企業等が抱

えるさまざまな経営課題の解決を支援するため、地域コーディネーター、経営支援アド

バイザー、専門支援コーディネーターによる相談対応や外部専門家の派遣による助言指

導を行った。 

 

① 地域コーディネーターの配置 
地域の身近な相談窓口として、県の総合支庁に「地域コーディネーター」を配置し、 

各種支援策の紹介及び活用への具体的助言、販路開拓の相談対応など、きめ細かな支援

を行った。 

 

○ 地域コーディネーターの配置 

 令和５年度実績 令和４年度実績 

村山総合支庁 2名 2名 

最上総合支庁 1名 1名 

置賜総合支庁 2名 2名 

庄内総合支庁 2名 2名 

計 7名 7名 

    (注)最上総合支庁には、この他に１名を山形大学が配置している。 

 

○ 相談件数（相談内容別） 

 令和５年度実績 令和４年度実績 

情報収集 1,304件   1,391件   

補助金申請等の相談指導 1,245件   1,446件   

受注開拓 21件   21件   

その他 ※ 6,016件   6,663件   

計 8,586件   9,521件   

    ※「その他」は、補助金等支援策のフォローアップ、情報提供等。 
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② 創業・経営革新支援人材の配置 
創業・経営革新、企業連携等を支援するため、経営支援アドバイザーを３名配置し、 

創業から新商品開発、販売、サービスの提供方法まで、広く相談に応じるとともに、 

ビジネスプランの作成とそのブラッシュアップのための助言指導等を行った。 

 

○ 経営支援アドバイザーの配置 

 令和５年度実績 令和４年度実績 

経営支援アドバイザー 3名 3名 

 

○ 相談件数（相談目的別） 

 令和５年度実績 令和４年度実績 

創業 60件    103件 

経営革新 56件    901件 

その他（経営改善等） 421件    629件 

計 537件 1,633件 

 

 令和５年度実績 令和４年度実績 

ビジネスプラン 119件 558件 

経営全般 141件 218件 

その他 277件 857件 

計 537件 1,633件 

 

  ○セミナーの開催 

    他の支援機関や大学と連携し、経営支援アドバイザーが講師となりセミナーを開催 

した。 

テーマ：ビジネスプラン作成及び生産現場改善 

回 数：８回  参加者：延べ２８４名 

 

③ 専門支援コーディネーターの配置 
中小企業支援の重点分野において専門性の高い支援を行うため、創業支援コーディネー

ター３名を配置し、相談対応にあたった。 

 

○ 相談件数 

 令和５年度実績 令和４年度実績 

創業 784件 361件 
 
 

④専門家による助言、指導事業 
  経営の向上を図る中小企業者等の要請に基づき、外部専門家を活用して助言、指導を 

行った。 

 

 ○ 専門家派遣（一般） 

新たな取り組みによる事業の拡大や経営改善、マーケティング、労務など、様々な

経営課題に対し、中小企業の要請に基づき、中小企業診断士や税理士等の外部専門家

を派遣した。 （企業負担１／２） 

 

○ ＢＣＰ策定支援専門家派遣 

策定済みＢＣＰ（事業継続計画）の見直しを図る中小企業に専門家を派遣した。 

（企業負担１／３） 
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専門家派遣回数 

  令和５年度実績 令和４年度実績 

一般 

経営全般 17社 77回 19社 130回 

マーケティン

グ 
9社 57回 7社  49回 

労務 1社  4回 3社  12回 

その他 10社 67回 14社 104回 

（小計） （37社 205回） （43社  295回） 

ＢＣＰ  1社  3回 1社    3回 

 計 38社 208回 44社  298回 

 

 

（３）経営基盤強化に向けた取組みの支援  
ポストコロナにおける県内中小企業・小規模事業者のパワーアップを図るため、ＤＸ

やＧＸの推進に向けた設備投資等の取組みに対し補助金を交付した。 

また、中小企業の経営基盤を強化するため、経営革新による新たな事業活動の支援、

「支援施策ガイドブック」や「産業情報やまがた」による各種支援策の情報提供、その

他（人材確保等）の支援を実施した。 

 

① 中小企業パワーアップ補助事業 
○ ＤＸ・ＧＸ支援事業 

ＤＸやＧＸの推進に向けた設備投資等の取組みに要する経費を補助した。 

補助率 １／２（ＤＸ、ＧＸ分野への進出や、事業転換においてデジタル化を 

活用する取組みの場合は２／３） 

 上限額 ２００万円 

 

   １次公募 ２次公募 計 

応募件数 294件 104件 398件 

採択件数 190件 48件 238件 

交付金額 182,269,000円 47,348,000円 229,617,000円 

 

② 中小企業経営革新支援事業 
新商品の開発や新たな生産方式の導入等の経営革新の取組みを促進するため、「中小企

業等経営強化法」に基づく経営革新計画の作成や内容のブラッシュアップに関する助言

指導等を行った。 

 

○ 経営革新計画の承認実績 

 令和５年度実績 令和４年度実績 

審査件数（申請件数） 13件 38件 

経営革新計画の承認件数 13件 38件 
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○ 承認された経営革新計画の類型 

 令和５年度実績 令和４年度実績 

新商品の開発又は生産 6件 13件 

新役務の開発又は提供 3件  9件 

商品の新たな生産 

又は販売の方式の導入 
8件 20件 

役務の新たな提供の方式の導入 

その他の新たな事業活動 
2件 5件 

技術に関する研究開発 

及びその成果の利用 
0件 1件 

計 19件 48件 

※1件の経営革新計画に対し、複数の類型で申請・承認が行われている場合が 

あるため、計画の承認件数よりも、承認された類型の件数が多くなっている。 

 

③ 支援施策ガイドブックの作成 
創業者や中小企業者を支援するための相談窓口や、様々なニーズに対応した支援事業

などをまとめたガイドブック（無料）を 5,000部作成し、認定支援機関（金融機関、商

工団体等）や行政機関等に配布した。主に中小企業者等が中小企業支援施策を利用する

際の手引書として活用された。 

 

④ 情報収集提供事業 
中小企業者の経営資源となる情報を収集し提供した。 

○ 情報誌「産業情報やまがた」の発行 ３回（2,000部／回） 

○ ホームページによる情報発信 

 

⑤ 人材確保システム運営事業（やまがた 21人財バンク） 
県内企業の競争力向上を人材面から支援するため、ホームページ「やまがた 21人財

バンク」に求人企業と求職者（企業退職者・ＵＩターン希望者）を登録・公開し、県内

企業と登録者とのマッチングを促進する無料職業紹介事業を実施した。 

 令和５年度実績 令和４年度実績 

新規登録実績 
求 人 数 

161件 

（302人） 

195件 

（345人） 

求職者数 62人 57人 

マッチング実績 

紹介件数 441件 340件 

 企業からの依頼件数 78件 174件 

 求職者からの依頼件数 14件   4件 

 人財バンクからの紹介件数 349件 162件 

履歴書提出まで進んだ件数 54件 28件 

就職件数 22件 14件 
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⑥ デジタル等営業力強化支援事業 
デジタル等を活用した営業力を強化するためのセミナーを開催した。 

 

  内容：オンライン商談等の営業方法に対応できない企業や自社の商品や技術力を効果 

的にＰＲできないと感じているものづくり企業等を対象としたセミナーを実施。 

開 催 日 開催場所 内 容 
参加 

人数 

令和 5年 9月 28日 
山形県産業創造支援

センター(山形市) 

「営業力」を育む着眼点と

工夫 
36名 

令和 5年 10月 18日 
山形県産業創造支援

センター(山形市) 

「営業力」を育む“伝わる

提案書”の極意（基本編） 
20名 

令和 5年 11月 8日 
山形県産業創造支援

センター(山形市) 

「営業力」を育む“伝わる

提案書”の極意（実践編） 
17名 
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（４）設備貸与事業 
設備貸与事業全体の実績額は 423,282,200 円となり、前年度（377,522,785 円）を

45,759,415 円上回った。制度別の実績額は、小規模企業者等設備貸与事業が前年度比

123.8％、工業技術力整備機械貸与事業が前年度比 119.7％と伸びたが、自動車航空機・

ＤＸ・脱炭素化関連設備貸与事業は前年度比 78.7％に留まった 

なお、令和３年度から特別金利の引き下げを実施した小規模企業者等設備貸与事業に

おける特別金利決定件数は 9件 76,143,100円（前年度 11件 78,832,505円）となってい

る。 

業種別では、製造業が全体実績額の 85.1％を占めるが、前年度（87.7％）と比較する

と割合は下がっている。 

 

①小規模企業者等設備貸与事業 
小規模企業者等の創業又は経営の革新を図るのに必要な設備の導入を支援するため、

設備の貸与を行った。 

 令和５年度実績 令和４年度実績 

予算額 
当 初 245,000,000円 

補 正 245,000,000円 

当 初 245,000,000円 

補 正 196,307,000円 

実績額 18件 242,992,200円  28件 196,306,695 円 

内 訳 
製造業 15件 236,815,700円 

その他 3件   6,176,500円 

製造業 19件 149,854,410 円 

その他 9件  46,452,285 円 

 

②工業技術力整備機械貸与事業 
地域において中核的な機能を有する企業の先端技術力の向上を図るのに必要な設備

の導入の促進に資するため、設備の貸与を行った。 

 令和５年度実績 令和４年度実績 

予算額 
当 初 110,000,000円 

補 正 110,000,000円 

当 初 110,000,000円 

補 正  91,927,000円 

実績額 3件 110,000,000円  2件  91,927,000円 

内 訳 
製造業 2件  53,185,000円 

その他 1件   56,815,000円 

製造業 2件  91,927,000 円 

 

 

 ③自動車航空機・ＤＸ・脱炭素化関連設備貸与事業 
自動車及び航空機分野での新規取引・取引拡大やＤＸ・脱炭素化に取り組もうとして

いる県内企業を対象として設備の貸与を行った。 

 令和５年度実績 令和４年度実績 

予算額 
当 初  86,160,000円 

補 正  84,076,000円 

当 初  91,595,000円 

補 正  89,289,090円 

実績額 3件  70,290,000円 3件 89,289,090 円 

内 訳 製造業 3件  70,290,000円 製造業 3件 89,289,090 円 
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（５）プロフェッショナル人材戦略拠点事業 
県内企業の成長戦略の実現に不可欠となるプロフェッショナル人材の採用を促進する

ため、山形県プロフェッショナル人材戦略拠点を運営し、関係機関と連携しながら、県

内企業の人材確保を支援した。 

また、県内企業の経営者等を対象としたセミナーを開催するなど啓発活動を行った。 

 
○ 相談等実績 

 令和５年度実績 令和４年度実績 

相談件数 237件 241件 

成約件数 
81件 

（県外 30件、県内 38件、不明 13件）） 

91件 

（県外 37件、県内 54件） 

※参考 拠点設立（平成 27 年 12 月）から相談件数 1,775 件、成約件数 594 件｛県外 223 件 

（含む副業・兼業 67 件）県内 358 件（不明 13 件あり）（含む再就職支援 130 件）｝ 

 

○ 金融機関連携、および、県内中小・小規模企業の経営者を対象としたセミナーの開催  

 

・日本政策金融公庫 国民生活事業本部主催「課長対象動画研修」での講演 

テーマ：「令和 5年度お客さま支援指導力向上研修」 

～外部専門家による本業支援に関する実践的な座学とグループワーク～ 

開催日：令和 5年 6月 12～13日、6月 22～23日、6月 29～30日 

 

・商工組合中央金庫 主催、山形県企業振興公社（プロ人材拠点）・山形県 共催 

『「副業・兼業プロ人材」活用セミナー＆個別相談会』講師および個別相談対応 

開催日：令和 5年 10月 12日 (木) 

参加者：8社    個別相談：4社 

 

・日本政策金融公庫 主催、山形県企業振興公社（プロ人材拠点）・山形県 共催 

『「副業・兼業プロ人材」活用セミナー＆個別相談会』講師および個別相談対応 

開催日：令和 5年 10月 26日 (木) 

参加者：14社   個別相談：4社 

 

○ 地域版プロフェッショナル人材戦略協議会の開催    ４回 

 

○ 地域版プロフェッショナル人材戦略事務協議会の開催 ３８回 

金融機関や民間人材ビジネス事業者等の関係機関との連携強化を図った。 
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（６）中小企業活性化協議会事業 
雇用の安定等と地域の活力に資するため、令和４年４月 1 日に中小企業再生支援協議

会と経営改善支援センターを統合し、新たに「山形県中小企業活性化協議会」として再

スタートし丸２年が経過。金融機関や関係機関と連携して、経営上の問題を抱えている

中小企業が取り組む事業再生や経営改善を支援した。 

 

①中小企業活性化協議会事業 

②経営改善計画策定支援事業 
 

○ 全体会議の開催 

関係機関を代表する協議会委員により、協議会事業の業務実施方針等を決定するため、

全体会議を開催した。 

期 日 ： 令和５年６月 

内 容 ： ①山形県中小企業再生支援協議会設置要綱の一部改訂について 

     ②山形県中小企業活性化協議会事業について 

      「令和４年度事業実績報告」「令和５年度事業計画」 

     ③山形県事業承継・引継ぎ支援センター事業について 

      「令和４年度事業実績報告」「令和５年度事業計画」 

 

○ 事業再生相談業務と経営改善計画策定支援業務 

中小企業の事業再生に係る相談を金融機関等から受付けると共に認定支援機関か

ら経営改善計画策定に係る相談と利用・支払申請を受け付けた。 

 

○ 業務実績件数 

内   容 令和５年度 令和４年度 

事前相談件数 １０９件 ９６件 

窓口相談件数（一次対応）  ７２件 ４２件 

再生支援完了件数  ４１件 ４２件 

経営改善計画策定支援件数  ３４件 ２９件 

 

○ 普及広報活動実績件数 

活性化協議会事業の周知を図るため、金融機関や諸団体訪問等による普及広報活動を

毎年開催している。 

内   容 令和５年度 令和４年度 

金融機関訪問(案件協議、会議) ２７６件 ３１１件 

金融機関勉強会、説明会  １０件  １２件 

諸団体訪問   ７件   ４件 
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■企業グループ等の支援 
 

中小企業同士の交流を促進する団体や創業支援担当者の連携のための協議会の事務局と

して、その活動を支援した。 

 

  ○ テクノプラザやまがた’８４ 

 

  ○ ジョイントパーティ 

 

  ○ 山形県インキュベーション・マネージャー連携協議会 
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庶務事項 
 

１．評議員会・理事会の開催 

開催年月日 会議等の内容 

令和５年６月８日 

 

 

 

 

 

 

第１回理事会 

【報告事項】 

１．理事長及び常務理事の職務執行状況について 

【決議事項】 

１．令和４年度事業報告について 

２．令和４年度決算について 

３．定時評議員会の開催について 

令和５年６月２７日 

 

 

 

 

 

 

 

定時（第１回）評議員会 

【報告事項】 

１．令和４年度事業報告 

【決議事項】 

１．令和４年度決算について 

２．評議員の選任について 

３．理事の選任について 

４．監事の選任について 

令和５年６月２７日 

 

第２回理事会（書面決議） 

【決議事項】 

１．代表理事の選定について 

令和５年１１月６日 

 

 

 

 

 

第３回理事会 

【決議事項】 

１．公益財団法人山形県産業技術振興機構との合併契約の締結 

について 

２．定款の一部変更について 

３．臨時評議員会の開催について 

令和５年１１月２９日 

 

 

臨時（第２回）評議員会 

【決議事項】 

１．公益財団法人山形県産業技術振興機構との合併契約の承認 

について 

２．定款の一部変更について 

令和６年２月２２日 

 

 

第４回理事会 

【報告事項】 

１．理事長及び常務理事の職務執行状況報告 

２．公益財団法人山形県産業技術振興機構との合併に係る状況 

報告 

【決議事項】 

１．令和５年度事業計画の一部変更について 

２．令和５年度補正予算について 

３．令和６年度事業計画について 

４．令和６年度予算について 

５．基本財産の増加について 

６．やまがた産業技術振興基金の一部取崩しについて 

７．資金調達及び設備投資の見込みについて 
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８．専務理事又は常務理事の分担執行する業務を定める規程の 

一部改正について 

９．財産管理運用規程の一部改正について 

10．業務方法書の一部改正について 

11．臨時評議員会の開催について 

令和６年３月７日 

 

臨時（第３回）評議員会 

【報告事項】 

１．公益財団法人山形県産業技術振興機構との合併に係る状況 

報告 

【決議事項】 

１．令和５年度事業計画の一部変更について 

２．令和５年度補正予算について 

３．令和６年度事業計画について 

４．令和６年度予算について 

５．役員及び評議員の報酬等及び費用に関する規程の一部改正 

について 

６．常勤役員の報酬について 

７．評議員の選任について 

令和６年３月２２日 

 

第５回理事会（書面決議） 

【決議事項】 

１．決議の省略の方法による臨時評議員会の招集について 

令和６年３月２６日 臨時（第４回）評議員会（書面決議） 

【決議事項】 

１．理事の選任について 

 

２．監査関係 

実施年月日 実施の内容 

令和５年５月２４日 

 

 

監事による監査 

令和４年度事業報告書、正味財産増減計算書、貸借対照表、 

キャッシュ・フロー計算書並びに財産目録等について 

令和５年７月２４日 

 

 

山形県による監査 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づく山

形県監査委員による監査 
 

３．役員等に関する事項 

年月日 役員等の異動の内容 

令和５年６月２７日 

 

 

 

 

 

 

【評議員の異動】 

退任 

 

 

就任（補欠選任） 

 

【理事の異動】 

退任 

就任（新任） 

重任（再任） 

 

 

佐藤 日吉 

武田 正人 

椎谷 亨一 

齋藤 直樹 

武田 広幸 

 

長谷川 吉茂 

佐藤 英司 

平山 雅之 

小松 浩 
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【監事の異動】 

退任 

就任（補欠選任） 

安房 毅 

小野木 覺 

木村 和浩 

高橋 雅史 

玉手 英利 

松村 英一 

矢野 秀弥 

我妻 悟 

 

青木 茂美 

鈴木 仁 

令和５年６月２７日 【代表理事の選定】 

重任（再任）      

 

平山 雅之 

令和６年３月３１日退任 

令和６年４月 １日就任 

【評議員の異動】 

退任 

 

 

 

就任（補欠選任） 

 

 

 

就任（新任） 

 

 

【理事の異動】 

退任 

 

 

就任（新任） 

 

 

伊藤 明彦 

齋藤 俊勝 

庄司 正人 

原田 啓太郎 

奥山 崇 

帯谷 伸一 

佐藤 正樹 

八鍬 毅 

大友 久雅 

佐藤 俊一 

須藤 雅人 

 

林 義和 

小松 浩 

木村 和浩 

佐藤  岳 

岡崎 正彦 
 

４．役員等の名簿（令和６年３月３１日現在） 

 

評議員８名 

役 名 氏 名 就任年月日 任 期 

評議員 伊藤 明彦 R3.6.22 

令和６年度事業の決算の承認に関する

定時評議員会の終結の時まで 

評議員 大石 広助 R3.6.22 

評議員 小林 直樹 R4.6.24 

評議員 齋藤 俊勝 R3.6.22 

評議員 齋藤 直樹 R5.6.27 

評議員 庄司 正人 R3.6.22 

評議員 武田 広幸 R5.6.27 

評議員 原田 啓太郎 R3.6.22 
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理事１２名 

役 名 氏 名 就任年月日 任 期 

理事長 

（代表理事） 

平山 雅之 R5.6.27 令和６年度事業の決算の承認に関す

る定時評議員会の終結の時まで 

常務理事 

（業務執行理事） 

林 義和 R4.6.24 令和５年度事業の決算の承認に関す

る定時評議員会の終結の時まで 

理 事 

（常勤） 

小松 浩 R5.6.27 

令和６年度事業の決算の承認に関す

る定時評議員会の終結の時まで 

理 事 安房 毅 R5.6.27 

理 事 小野木 覺 R5.6.27 

理 事 木村 和浩 R5.6.27 

理 事 佐藤 英司 R5.6.27 

理 事 高橋 雅史 R5.6.27 

理 事 玉手 英利 R5.6.27 

理 事 松村 英一 R5.6.27 

理 事 矢野 秀弥 R5.6.27 

理 事 我妻 悟 R5.6.27  

 

監事２名 

役 名 氏 名 就任年月日 任 期 

監 事 奥山 享 R3.6.22 令和６年度事業の決算の承認に関す

る定時評議員会の終結の時まで 監 事 鈴木 仁 R5.6.27 
 

５．役職員数等の状況 

 令和５年度末 

常 勤 役 員 ３人 

プ ロ パ ー 職 員 １６人 

県 派 遣 職 員 ２人 

銀 行 出 向 職 員 ４人 

嘱 託 職 員 ３４人 

委 託 契 約 者 ４５人 

計 １０４人 
※常勤役員：理事長、常務理事及び常勤理事 

 

◇事業報告の附属明細書 

「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第３４条第３項に規定する 

附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないため作成しない。 

 


